
4 章

自治体レベルにおける教育改革の

進展と人口規模

1 研究の課題：教育委員会の教育改革への取り組みに人口

規模はどう影響するか

2章において， 教育改革に積極的に取り組んでいる自治体教育委員会に共
通して見られる特徴は何であるのかという問いを解明し， 教育改革の推進要

因としてどのようなものがあるかを明らかにしてきた． そして，3章では， そ

れら改箪推進要囚の相対l倍］な重要性も明らかにしてきた．

しかしながら， 改革推迎要囚は， どの自治体にも万遍なく存在しているわ
けではない． そのことは， 改革の進展度合いの地域格差を見れば明らかであ
る． つ まり， 改革推進要因の存在パタ ー ンは， 自治体ごとに異なっており，

その差異が教育改革の進展に地域差をもたらすと考えられる． このような改

革推進要因の自治体ごとの備わり方のパタ ー ン， つまり， どういった自治体
に改革推進要因が備わっており， どういった自治体に備わっていないのかと

いう， 改革推進要因の存在パタ ー ンは， とりわけ人口規模の影薯を受けてお

り， 例えば， 小規模自治体における教育改革の相対的遅れは， その現れであ
ると考えられる ．

そこで， 本章は， 教育委員会による教育改革を支える嬰因と自治体の人口
規模との関係， すなわち， 改革推進要因は人口規模の影響を受けるのか， 受
けるとすれば， それはどのような影響なのかを検討しようとするものであ

る．

人l二l規模の影嬰に注目する理由は， 一つには， 教育改革の進展などを含ん

だ教育委員会の運営に対する人口規模の影響は重要な問題であるとの指摘が

なされてきたにもかかわらず， これまで経験的・実証的研究が十分に行われ

てこなかったことがある． 本章の分析には， そうした研究の空白を埋めるね
らいがある． 二つ には， 人口規模の影響を検討することはとりもなおさず，

教育委員会の適正規模論を検討するための基礎的な資料を得たいというねら
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いがある． これまで， 人口規模の影繹に関して検討されてきた事象は， 指灘

行政の組織体制， とりわけ指導主事の陣容に対する影縛に限定されてきたと
いっても過言ではない． しかし， 取り上げる事象を広げなければ， 適正規模

論を十全に展開することはできないであろう． 本章は， 教育改革に対する人

口規模の影闊を検討することによって， 適正規模論を展開するための幅広い

実証的基盤を築こうとするねらいがある．
まずは教育委員会制度における人口規模の問題について， 若干， 敷術して

おきたい． 教育委員会制度諭において， 人口規模の間題は， 小規模自治体に

おける教育委員会の行政能力の不足の間起に関わる として， 教育委

員会の設屈単位＝適正規模の観点から注日されてきた論点である．

教育委員会訓度の発足時， 文部省は， その行政他力が危惧さ九る小規模の

町村教員委員会にまで教育行政の責任を持たせることには間題があるとし

て， その設置単位を検討課題としていたことは， 教育委員会法(1948)が， す

べての市町村に教育委員会を設けることをうたっているにもかかわらず， 発

足当初， 一定の人口規模を持つ自治体にのみ教育委員会が設協された経緯に
現れている 1)． 一斉設置後も， 例えば，『わが国の教育の現状』(1953)におい

て，「教育委員会法が前提とする新しい教育事務の配分は， 地方自治の本旨に
沿つて市町村の教育事務はできる限り市附村民の民意によって処理しようと
することにあるのであるが， この理想が現在の市町村， 特に1町村の規模にお

いてどの程度達成し得るかという1問題を含んでいる」 2) と懸念が表明されて
し)る.

こうした教育委員会の設懺単位の適正規模， 特に， 教育委員会制度が その
制度的趣旨を十分に実現するべく機椛するために最小限度必要とされる人口
規模の下限は， 現在に至っても大きな課題となっている乃

例えば， 臨時教育審議会の第2次答申(1986)は， 教育委員会制度改革の主

要な課題の一 つとして， 小規模市町村教育委員会の事務処理体詞の広域化を

提言している． また， 近年では， 中教審答申の部会のまとめ「地方分権時代

における教育委員会の在り方について」(2005)において，「小規模の市町付教
育委員会では， 指導主事を配置できないなど事務体制が弱体化しており， 学

校に対する専門的な指導・助言などが十分にできない」と指摘されている．

要するに， 教育委員会制度に関しては， その活性化＝再生という問題と関

わりながら， 教育委員会が自治休レベルの教育行政の中心的アクタ ー として

の役割を果たすためには， 一定の組織能力が求められるとして， そうした熊

力をり蘭えるために必要とされる人口規模は最低限どの程度でなければならな

中＼界：娑囚
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いのかが大きな課題として間われてきたといってよい． 分権改革の中で， 教

育委員会が， 教育行政の地方分権の「受け1]］［」， すなわち， 地域の教育間題解
決の中心的な機構として， 改めて注目を浴びつつある中で， この課題の解明
はより重要なものとなっているといえる．

しかしながら， 教育委員会の設閥単位の適正規模については， 示唆的な検
を提供する実証化）研究は少なく， 全国規模の経験I的なデ ー タに立脚し

た設愉単位論の議論はなされてこなかった． 教育委員会の教育改革の推進能
力と当該白治体の人「l規模との関連化l:-．について明らかにしようと試みた全国
規模の実訃l

9

:［l勺研究がなかったことはいうまでもない． 人［］規模が教育委員会
訓度の連）l］にどのような影翠限を与えているかについての経験的なデ ー タは，
ー主として， 事務局の機構体訓の整備に関するものだけに焦点化されていたと
いってよい． これまで0)｛計究では， 例えば， 指導主事の配置率が間題とされ，
小規模白治体の教育委員会には， 指導主事が配圏されていないこと， その結
呆， 教育委員会の中心的な任務である「教育指導行政」を効果的に推迎でき
ない教育委員会が少なくないことが指摘さ九， 間題解決の方策の一つとし
て， 教育行政単位の広域化， 市町村合併の必要性が提起されてきた．

教育委員会制度の連用に対する人口規模の影響を実証的に論ずる体系的な
研究は， ほとんどがこの種のきわめて限定された研究であったといってよ
い門指導主事の配置率などの事務局の機構体制は， たしかに重要な側面で
ある． しかし， それは制度の一側面にすぎないのであり， こうした研究の提

出した証拠は， 詞度連用に対する人口規模の影響という主題に関する経験的
証拠としては限定されたものであることは否定できない． したがって， 教育

その任務を効果的に遂行するために最低限必要とされる人口規模
（適正規模）の下限を検討するための証拠の蓄積は不十分なままであるといわ
なければならない ．

ところで， 分権改革が進展する中， 自治体教育委員会にとって， 教育課題
の解決に際して， 謹送船団方式に依拠し， 横並び意識で対処すればよしとさ
れる時代ではもはやなくなっている． すなわち， 教育委員会が否応なく競争

刊勺環境に附かれ， そのパフォ ー マンスが評価される時代にあって， 教育改革
に粗極1'内に屎り廿:lし， 地域の教育課題の解決に主体的に取り組むことは， 教
育委員会にとって至上命題であるといってよい． こうした状況の中で， 制度

連）］］の重翌な恨ll面として， 教育委員会が地域の教育課題の解決に取り組み，
を効果1

l

l勺に実施していくことができるか否かという側面が注目され

るのは必然といえる．

討材料

9だ員会が

教百改→1f
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このように， 分権改革下での改革主体としての教育委員会への期待が高

まっていることを考慮する時， 制度運用の一側面としての改革への取り組み

を取り上げ， 教育委員会が改革主体であるために備えるべき条件との関わり

で人口規模の影響を検討することは， 教育委員会の設誼単位の適正規模をよ

り広い経験的基盤で論じるための格好の材料を提供するものであり， 重要な

研究テ ー マといえよう． 人口規模は， 改革推進という教育委員会の活動に影

糊を与えているのか． 人口規模の大きい自治体であることは， 教育改革の推

進においても有利な条件の下に置かれていることを意味するのか． こうした

閂いの解明は， 喫緊の課題であるといえるだろう．

本章は， 人口規模と改革推進要因（当該自治体の教育委員会の教育改革へ

の取り組みを促進する要因）との閃係について実証1'1く］なデータを提供し， そ

の意味合いを考察することにより， 設置単位の適正規模論（その下限）への貢

献を試みるものでもある． その意味で， 研究の空白を埋めるという学間的意

義にとどまらず， 実践的にも意義のある1計究といえる．

なお， 本章の分析に用いるデータは，2章，3章のそれと同じく，2004年の

］月および7月に実施した全国の市区町村教育委員会の教育長を対象とする

「自治体教育改革の動向に関するアンケ ー ト調査」のそれである． 行政区分別

の送付数， 回収数， 回収率は表2-lを参照されたい．

2 分析の方法

本章では， 教育改革の進展と人口規模との関係を解明するために， 人口規

模別に見た改革推進要因の存在パタ ー ンを分析する． つまり， 改革推進要囚

のそれぞれについて， 人口規模ごとの存在パター ンを明らかにする．

まず， ①人口規模別に改革推進要因の多寡（備わり方）を明らかにする． こ

こでは， 人口規模別に， 各推進要因に関わる質問項目への回答を得点化し，

その平均値を比較する． つぎに， ②人口規模別の改革推進要因のバリエ ー

ションの傾向性を明らかにする． そのために， 人口規模を説明変数とし， 各

推進要因を被説明変数とするクロス集計を行う．

ここで取り上げる改革推進要因は， 教育改革の進展度を被説明変数とし，

自治体教育行政の特性を表す合成変数5) を説明変数とする相関分析の結果，

弱い相関， 中程度の相関， 強い相関が明らかになった合成変数である（表4-1

参照． 相関分析については，3章を参照されたい）． すなわち， それは，「教育

長の関係者との交流度」，「首長の教育への関心度」，「事務局の機構体制の整

備度」，「事務局スタッフの内部役割の遂行度」，「事務局スタッフの外部役割
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表 4- 1 改革進展度 と 自 治体教育行政の 特性 と の相関

特 性
教育長の関係
者 と の交流腐

ピ ア ソ ン の柑閃係数 0 35 1 * *  

辛i憶!:li孔巨率 ( iili恨lj) 0 . 000 

N 1 1 49  

特 性
首長の教

育関心度

ピ ア ソ ン の相関係数 0 23 1 ** 

有意確率 （両恨IJ) 0 000 

N ] ］ 3 9 

会議の
活発度

(）  1 39  * ＊ 

0 001 

l l4  3 

首長の政
策関与度

0 1 87* * 

0 000 

1 1 1 3  

＊ ＊ 柑松l 1快l数 は 1 % 水準 で有意 （両側）

委員 と し て 0) 機構体制 内部役割
役割遂行度 の整備度 遂行度

0 . 1 60 **  0 458* * 0 297* * 

0 000 0 000 0 000 

1 1 55 1027 1 1 48  

住民の 教 住民 リ ー ダー 教育団体の
育関心炭 の政策I関与塵 政策関与度

0 3 1 2* * 0 . 257* * 0 1 42* * 

0 000 0 000 0 . 000 

l 1 34 1 1 4 0 1 128 

外部役割
遂行度

0 . 259** 

0 000 

1 1 4 9  

の遂行度」， 「住民の教育への関心度」， 「住民 リ ー ダーの教育政策への関与度」

の七つである．

ま た， 分析に際して使用 する人口 規模の区分について い え ば， 教育委員会

の設置単位論にお い て， 適正規模と して 10 万人程度が一応の目安と さ れて

い る ことや， 用 いるデータの各人口規模区分間の自治体数のバ ラ ン ス を 考慮

して （自治体数の偏りに よ るデータの偏 り を 回避するために） ， 1 万人未満， 1

万人以上～5 万人未満， 5 万人以上～10 万人未満， 10 万人以上の 4 区分とす

る． 人口区分 ごとの自治体数は ， 表 4-2 の通りである．

表 4-2 人 口 区分 ご と の 自 治体サ ン プル数

人 口規模 自 治体数 ％ 

1 万人未満 524 37 3 

1 万人以上～5 万人未満 571 4 0  6 

5 万人以上～］0 万人未滴 165 1 1  7 

10 万人以上 145  10  3 

合 計 1 4 05 100 0 

3 人 口 規模別 に 見 た 改革推進要 因 の 存在パ タ ー ン

( 1 ) 人 l二I 規模別 の 改革推進 要 囚 の 多 寡

ま ず， 改革推進要因のそれぞれの人口規模 ごとの多寡（備わり方） を 明 ら か

に し よ う ． こ こ で は ， 人 口 規模別 に 各要因 に関わる質問項目 へ の 回答 を 褐点

化し合計点 を 求め， その平均値 を比較する． 表 4-3 がその結果 である門
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表 4-3 人口規模別 に 見 た 改革推進要 因 の 多 寡

人 口 規模 教育長 機構体制の 事務局 の 内部
の交流 整備庶 役割遂行度

1 万人未満 8 905 : ④  6 046  : ④  1 0  824 : ④  
］ 万人以t~ 5 万人未禍 9 285  ， : ②  6 436 心） 1 1  489 心 ③
5 万人以上～ 1 0 万人未満 9 832

， 
：， ① 7 200 立） 1 2  372 鴻）

10 万人以上 10 088 直） 8 427 直） 12 043 : ②  
全回平均 9 288 6 621 11 409 

N 1360 ] 1 94 1353  

人 に1 規模 首長の 住民の 住民 リ ー ダー
教育関心度 教育関心度 の政策閃与度

］ 万人未満 16 831 ：， ④ 1 2  752 : ④ l5 365 ： ④ 

1 万人以上～ 5 万人未満 1 7  323 : ③  1 3  328 : ③ I  1 5 832 :， ③ 

5 万人以上～］0 万人未満 17 9 13  � ②  13 850 � ②  15 987 � ②  

l 0 万人以上 18 319 膚 ① 1 4  331 ： ① 16 . 777 パ ①

全国平均 17 315 13 280 15 775 

N 1 34 5  1335 1342 

各要因 の 右側 の 数字 は 平均値 の順位を示 し て い る ．

83 

紺務局の外部
役割遂行度
10 . 882 :＇ ④ 
1 1  490 直）
1 2  148

ヽ
：， ① 

l l� 943 ｛ ② 
1 1 3 9 3 
] 3 5 6 

表 4-3 から は ， い く つかの例外 は あ る が， 改革進展要因 は， 総 じ て ， 人口

規模 の大小によって そ の備わり方 （ 多 寡） が影響を受けて おり， 基本的に は ，
人口規模が大き く な る ほ ど改革推進に影響を持っ て い る 要因をより多 く 備え

て い る こ とが明らかとなっ た ．

特 に ， 1 万人未 満 の 人口規模の 自治体では， すべ て の 改革推進要因 の 備わ
り方の 順位が 4 位で あり， 改革推進要因が十分に備わって い な い こ とがわか

る ． そ の こ と は， 1 万人以上～5 万人未満の 自 治体 も 同様であ り ， すべて の特

性の備わり方が 3 位で あった． 反対に， 5 万人以上～ 10 万人未満， 1 0 万人以

上 の 自治体で は， すべて の 改革推進要因に関 し て ， そ の備わり方の 順位が，

1 位 あ る いは， 2 位で あった．

こ こ で， 表 4-3 に見られ る 改革推進要因 の備わり方の人口規模別 の順位を
参考 に し て ， 5 万人を境と し て人口規模が大き い 自治体と そ う ではな い 自治

休とに分 け， 改革推進要因 の 平均値を比較 し たものが， 表 4-4 で あ る ． 表 4-4

に見 る 通 り ， すべて の改革推進要因に お い て ， 5 万人未満 の 自治体 の 各 改 革

推進要因 の 平均値よ り も， 5 万人以上の 自 治体にお け る 各改革推進要因 の 平
均値 の 方が高 いもの となって い る ． こ こ からも， 人口規模が大きな自治体 ほ
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表 4-4 人 ll 規模別 の 改 革推迎炭 囚 0) 平均値 の 比較

’li務い の内部役割遂行良

-1庁長の教育1見l心良
] 04 5 1 1 7 . 089 
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つ ぎに， 人口規模と改革推進要因の備わ り 方の傾向を さ らに詳 し く 検討す

るた めに， 人口規模 を説明変数， 改革推進要因 を 被説明変数 と して ク ロ ス集

を行 う ． 改革推進要因に関 し て は ， 各要因に関する合成変数につ いて， そ
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の 合計得 ，点 の 平均伯 と し て ， 推進疫囚0) ｛翡わ り 方 の 位度の 高 し

と 低 し 会 と に 分けて い る ． 表 4 心 は， そ の 結呆 に し た も

0)であ る ．
結果を概観す る と ， まず， すべ て の改革廿［進嬰囚 に 閃 し て ， 人口規模 と の
に 統計1/！人］ に 有息な水準で関係があ る こ と が明 らか と な っ た ． まず，

の 交流 の祝度， 機構休詞 の 整 価度， 首長 の教育間心度， 地域住 民 の 教育 関心
塵， ｛主民 リ ー ダ ー の政策閃与度 に 閃 し て は， 人 口 規模が大き く な る ほど， 各

疫 囚 の 備 わ り 力 U) 詞度の 高 い教育委 員会が多 数 に ＿l-こ っ て い る ． 符 に ， こ れら

の 改革推進要 因 に 閃 し て は ， 5 万人を慶 に ， 改革薗 巡 疫 囚を高 い 程度で伽 え

て い る 教育委員会 と ， 低い杓度で し か伽 え て いない教育委員会 と の 割合が逆
し て し ) る こ と に 注意し て おきた い ． これ ら の 特侶上 に 閃し て は， 5 万人 以下

0) |] 治体では， 改iI五揺進要囚 の 備わり方 の 程度が低 い教育委員会が過半数を
占 め る の に 対 し て ， 3 万人以上 の 日 治体では， 改革拍迎翌囚 の ｛蘭わり 方 の 程

い 教育委員会が過半数を 占 め て い る と い う 結果 と な っ て い る ．

つ ぎ に ， 事務局 ス タ ッ フ の 内部役割遂行度 と 外部役割遂行麿 に 閃 し て は ，
と も に 各要因を高い程度で備 え て い る 教育委員会の 割合がも っ と も大き

い人口 区分 は， 3 万人以上～ 10 万人未満， つ いで， ］0 万人以上であ っ た ． 他

方で， 小規模 自 治体 に 注 日 し て み る と ， 内部役割を高 い 程度でり蘭 え て い る 教
会の割合 は， 1 万人以下の自治体で は 44 . 1 % , 1 万人以上～5 万人未 満

の 自 治 体 で は 61 . 3%， 外 部 役 割 に 関 し て は， 1 万 人 以 下 の 自 治 体 で は
39 . 8% ,  J 万人以」こ～ 5 万人未 満の自治体では 5 5 . 4 % と な っ て い る ．

こ の 二 つの 推進嬰囚 に 閃し て は， 1 万人以上～5 万 人 未 満 の 自治体 に お い

て ， 必ず し も嬰囚を高 い程度で備 え て い る 教育委員会の 数が半 数を割 る わけ
ではな いが， 人口規模が 5 万人以上の 自 治1本 に 比べ る と ， その割合 は ， 相対

的 に 小さ いもの と な っ て い る ． ま た ， 1 万人未欄 の自治体で は ， 二 つの 特性 に

閃 し て も， 疫 因を高 い 桓度で備 え て い る 教育委員会の 割合は， 過半数を割 る
結果 と な っ た ． した が っ て ， こ れ ら二 つの 推進要因 に 関 し て も， お およ そ，

5 万人という人 「］ 規模を境 に ， 改革推進要因 の価わり方が変 化 して い る こ と
がわか る ．

こ れ らのクロ ス 集計 の 結果は， 平均伯 の比較で見た 人口規模別 の 改革推進

如刃 の 備わり方 の 多 喜 の 結果を袖完す る も の であ る と 考 え ら れ る ． と りわ
け ， すべ て の改革推進妻囚 に 開し て ， 統計的 に 育意な水準で人 l□l規模と の 関

係が明 らか に な っ た こ と ， そ し て， 要因を高 い程度で備 え て い る 教育委員会
の割合が 5 万人を炭 に 変化 し て い る こ と が解明された こ と は 重嬰であろう．

9.9A 
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3 人 「l }乱模別 に 見 た 改革推進阪因 の存在パ タ ー ン

表 4-6 人 「l 規模 と 改革辿展度 の ク ロ ス 表

改J1廿迎展度
ノlプ＼1 苔9 , ▲l — 
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す なわ ち ， これ ら の条古果は， 改革推進疫囚は自治体規模が大き く なれば， 特

に ， 5 万人を炭界と し て備わ り や す く な ってい る ことを示 し てい る と芳 え ら

れ る ． これ ら のことは， 表 4-6 に 見 ら れ る ように， 改革迎展度が人口規模 に

よ り 大きな影粋を受けてい る 事実を説明す る デ ー タ として見 ら れ る ことがで
きよう．

表 4 -6 は， 人口規模を説明変数， 改革進展度を被説明変 数と し た ク ロ ス
を行った結果を表 し てい る 7)． この表か ら は， 人口規模と改革進展度との間l

に 明確な閃係があ る こと， そ して人口 5 万人未 満の小規模自治体の教育委員

は改革進展度が低い教育委員会が多 数に上 る の に 対 し て， 5 万人以上～
10 万人未 満の自治体では 72 % 0) , 10 万人以上の自治体では 90％以上の教育

委員会が改革進展度が高い）凶に属 す る 結果となってい る ことが見て取れ る ．

つ ま り ， 改革進展度は， 人口規模が大き く な る ほ ど高 く な る ， す なわち 改革

が進んでい る 教育委員会が増 え る という傾 向があ り ， 5 万人という人口が，

その一 つの境界と なってい る ということが明 らかであ る ．

この事実は， 表 4-3～表 4-5 の デ ー タ と整合す る ものであ る ． 繰り返 し て

いうな ら ば， 表 4 -3～表 4-5 で見 たよう に ， 5 万人以上の自治体では， 5 万人
未 満の自治体 に 比べて改革推進要因がよ り 多 く 備わってい る のであり， 表

4-6 の デ ー タ は， そう し た推進要因の備わ り 方が蘭い改革進展度と し て現れ
てい る ということを示 し てい よ う．

これ ら の結果は， 5 万人という人口規模が改革の推進にとって重要な人 口
規模となってい る ことを示唆 し てお り ， 注目 に 値 す る とい えよう8).

会で



付g 4 章 『 1 治体 レ ヘ ル に わ け る 教合改介ビ 0) 嵐展 と 人 11 規模

4 分析結 果 の 考 察 ー 教育 委 員 会設置単位論 へ の 示唆 一

以上に おいて， 教育委員会による教育改革の推退に対する人口規模の影翠睾
に つ いて分析 し てきたが， ここか ら どのようなこ と が示唆されるか． 教育委
員 会制度の連川に閃 して どのよ う な意味合いが引 き出されるであ ろ うか．

まず， 晶本的なこ と か ら 述べる と す れ ば， きわめて限定さ九た祝点か ら の
知 見 であるが， このように人口規模の影翠繋が明 ら かに な っ たこ と は， 教育委

員 会制度改i1店に際 し て， 人 [U叫莫論の観点か ら の検討が必嬰不可欠 であるこ
と を裏付ける と いえよう． 端I

I

Iく］にいえ は， 設附叩イ収の広域化は， 改革が進展
するための条イ什―：の一 つ と いえる． す な わ ち， 教育改吊の推進 （ここで定義され
た怠味においてであるが） と い う 1則面に閲 し て いえば， 人 l:J規模の影牌は大き
い も のがあ り ， 改革批進疫囚 と し ての 自 治体教育行政の特性の価わり方に人
口規模が影翠喉を与えているこ と は， 市町村合併が教育委員会が改革主体 と し
ての役割を発揮するための促進条件 と し ての意味合いを持つこ と を示 し てい
よう． 市町村合併による設囮単位の規模の拡大は， それだけ改革促進疫囚を
備 え る 自 治体が増加する可能性がある と いうこ と を意味 し ているか ら である．

人 口規模の影鴨 と いう問題が， 設世単位論 （すな わ ち， 教育委員会が制疫的
に開］待 さ れる職責を果たすために必要 と さ 九る最小限度の人口規模に関する

理論） と いう形 で教育委員 会 制度の発足時か ら 自覚 さ れていた問題であるこ
と はすでに述べた． 繰り返 し ていえ ば， 例えば， 教育行政分野の特徴の一つ

と いわれる教育指尊行政の担い手である指碍主事の配置に関 し て， 早くか ら
人 口規模による 自治体間の格差が指摘i さ れ， その結果 と し て生 じ ている教育
指導行政の地域格差が問題視され， 指導主事の いない小規模 自 治体での教育
指導行政をどうするか と いう間題が検討 さ 九てきた経緯がある． 一定の行政
陀力を備えるには一定規模の人 口を必要 と する と いう間題は決 し て軽視され

てきたわけではない． そのために市町村合併の必要性も指摘 さ れてきた し ，
教育行政の広域化の方策 （例えば， 事務の共同処理） も 提案 さ れてきた． 小規
模 自治体の教育委員会 の行政能力の同上は， 関係者に と っ て一貫 し た検討課
題 で あ っ た と い っ てよい．

それは今 日 でも変わ ら ない． と いうよりも， より重大 な課題 と な っ ている．

近年の中教審答 申 『今後の地方教育行政の在り方について』 ， 中教審 ・ 教育制
度分科会 ・ 教育行政部会の 『部会ま と め』 ， 中教審答申 『新 し い時代の義務教
育を創迄 する』 の記述に， それは明 ら かである． 分権時代の到来 と と もに，

には白主 ・ 白律が求め ら れ， そのための行政陀力の確保が至上命教行委点会
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となってい る ことから， その課題 の重要性が今まで以上 に 認識 さ れ， 市町

村合併な どに よ る 設筐単位 の規模拡大が方策 の 一 つとして提案 さ 九てい る の

であ る ． 本章の分析結果 は ， こ の よ う な合併に よ る 小規模自治体教育委員
間屈 の解消とい う 政策に一定 の意味があ る ことを経験 的 に 裏付 け る ものとい
え る ．

さ ら に ， 人口規模の 影縛に関す る ， こ れらの分析結果 は ， 5 万人以上とい う
人口規模が， 教育改革 の進展にとって一つの境界値となってい る こ とも示し

てい る ． すなわち， 人口 5 万人以上 の 自 治体とい う のが， 設置単位 の広域化

に際しての， 求 められ る 人口規模 （したがって， 市I町村合併） の メ ルクマ ー ル

といえ る だろ う 9).

人 口 規模 に 関して は ， 近年の市町村合併に よ り， 小規模Ill［村の合併が柏極
廿勺に行われ， 大規模化が急 ピ ッ チで進め られてい る ． 合併前後の 人口規模構
成 は ， 表 4- 7 の よ う になってい る 1 0).

表 4プ 人 口規模別 に 見 た 白 治体数の 変化

2000 if 200（う {I •. -
人 1_1 区分

数 ％ 数 ％ 

] ）］人未泌 1 557 4 8  2 4 96 27 2 

］ 万人以I-...～5 万人未満 ] 220  37 . 8  782 42  9 

5 )j)\ J'）、 ·l:～ 1 (） ）］）＼オミi薗 224 6 . 9  282 15 5 

l () 万人以＿l二 229 7 l 262 1 4 4 

ムに1 荏1, 1 3230 1 00 . 0  

2000 （平成 ］2） 年 の 段 附で ］ 4 ％ に す ぎ なかった 5 万 人以 上 の 自治体は，

2006 :年には， 約 30％にまで増えてい る ． また， 改革推進要囚が十分 に 備わ っ

ていない こ とが明らかとなった 1 万人末 満 の自治体数の 減少 に も注 目 してお

く必要があ る であろ う ． 合併 に よ り ， 市町村 の 全体数が減少す る と同時に，
大規模化が進んでい る といえ る ．

改革推進要因 へ の 人口規模の 影警 お よ び， 適切な設置単位 の 一 つの目安と

しての 5 万人以上の 人口規模と い う 分析結果に照らせば， こ う した自治体の 大
規模化は， 教育委員会の 改革推進力 の 向上をもたらす可能性が高い． 今後 は，
もっとも数が多 く ， 5 万 人の 人口 に 届かない 1 万 人以 上 ～5 万 人未 満 の 自

治体の 教育委員会の 組織的力量につい て の よ り詳細な分析が課題となろ う ．

結論をまと め よ う ． 本 章 の分析に よ っ て教育委員会の設置単位 の規模拡大

を行 う ならば， 一定 の行政熊力が確保 さ れ， 教育改革の推進とい う ， 制度運

題

会
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川 が改善 さ 九る可屹性が高 く なる こ とが経験I'！勺デ ー タ と し て裏付 け ら れた．

現在 の 人 口 規模別 の 職 員 1]杞協を 見 れ ぱ， 叶｀ー『務）責｝ の 条且織Iii|
．

i容 の 充実 に つ し ) て
は， 1―、_1 治体規校 の 拡大 に よ り ， そ れは確実 に 保 1ぶ危 さ れるで あ ろ う ． そ し て，
翡i務局の機枯け本間 の 整祉·li以外の改革迎展度 に 影吼閉を与えて し )る要 因も， 人口
規模が拡大する こ と に よ っ て， 1iliわ る可能性 が高 いことも明 ら か と な っ た．

すなわち ， 本分析結果は， 11-il接的では あ るが， 人口規模が教育委員会 の行政
椛力 の構梨 に 密接 に 1問わる制度叫）廿 の 各側l:fii， すなわち ， 教育長 の リ ー ダー

シ ッ プ， 山務間 の政策T)：案院力， 教育委員会 と 学校 と の 閃係， 教育長 と 首長
の 1月係， 教育委員会 と 地域住民 と の I梵l係 などにど う 彩罰するか に 関する示唆

を含 ん で いる． こ の よ う なホ唆は， 分権時代 に お ける教育委員会伽」度の 存続
可能性． が論議され， 教育委員会が 自 治体の 教育行政 を 担 う だ け の 能力 を い か
に 1情築するかが重要な閃心事 に な っ て し )る今， 特に重要で あ る． こ の点で，
合併 に よ る設i腐単位．の規模の 拡大は制度連用 の 改善 を 図る上で有効な方鍛 と
し‘ ) える．

と は l9 ) え ， 設消単位の規校拡大 に よ っ て 「閏題がすべて解決 さ れるわけ では
も ち ろ んない． 解決可能な連用側面iも あ れば， そ う で な し 道連用イllll i面もある と
考え ら れる． 人口規模が教育委員会紺IJ度の 連用のどの側面にいか なる影鰐 を
与えるか に つ いての経験的デ ー タや研究り、：［l見 は 蓄積されてこ な か っ た． その
ため， そ う し た問題につ いて， 人口規模 の 影鰐 （ し たが っ て， 設罹単位の拡大
の効果） を 判 断する十分な デ ー タ はほ と んどな い と い っ て よ い ． 教育委員会
紺ll度の州「究に際 し て ， 制度連用の さ ま ざまな佃l面 に つ い て， 人口規模の説点
か ら 分析， 検討 し て ， 人口規模の 影悲漿 に 関 する広範 か つ きめ糾I か な デ ー タ を
蓄積する必嬰が あ ろ う．

【注】
1 )  l (H芯 什―. ］ l )  l の発足時に は ， 部道府し＇i[ お よ び 5 大都iii に 設ii',ll さ れた ．
2 ) 教百I ,1 ,  1 : ,  ［わ が11·]の教行0)．視状．! ( 11贋I I 28 年度） （文部科学省， http://www.mext .go

j p/b __ rnenu/hakusho/htrn l/hpa c11 9530 l / i nclex .html ,  2007 if 8 )] Jil『試忍） ．

3 ） 本，，；し に お し ＼ て オ） A L わ れ が適止規校 と し ヽ う 場合， そ れ は， J'かl迎規校 を ：意味す る わ け で は
な し ＼ ． ま た ， 説校の」」恨 と 下限 を 明 ら か に し よ う と す る も の で も な し ) ． こ こ で は， •一足
の行政能力 を 発抑す る 1 ． で， どれ く ら し ) 0)人 口規校 を化す る 日 治体 で あ る 必疫があ る
の か と し ヽ う ， 設1i•Wii(． I'i論で含認 さ れ て き た 11il辿 を検討 し よ う と す る も の で あ る ． そ れ
は ， あ る 狐味 で， 適 廿規校の下限 を氾味 し て し ) る と し ヽ え る が， そ の 上 限 を 規定 し よ う
と す る も の では な し ' . ，没『＇＇｛！単位諭の i閏り は ， こ れ ま で は ， l，□本的 に ， 下限 を 1Hl }姐 に し て



4 分析結集 の 考 察 9 ] 

き た と し ヽ っ て よ し l .

し か し ， 今 11 ， 大 部巾 に お け る 教育 委 員 会制 度 の 間 題 も 重疫 な 間 頌 と な り つ つ あ る
こ と を 打 え れ ば， 今後 は ， そ のIJ恨 の 間選 も 取 り 上 げ る 必製 が あ ろ う ． こ こ で汀 愁 し
て お き た し ) こ と は ， 大都 市 の 教育委員 会訓虔 の 間 題 Ki ， 設iiりI 単 位 論 の 間俎， つ ま り ， 大
規松 0) 教育委員 会 を よ り 適il -： な 規佼 の 教肯委 晨 会 に 「分淵」 す る 間 趙 と し て よ り も ，
組緑0)iり編成， 特 に ， 白 治体内分楕 化 （域 内 分椛） の 間題 と し て 検吋 さ れ て い る こ と で
あ る ． 例 え ば， 柚浜

｀

「「i で は ， 1区 レ ベ ル に 一 定 の権 限 を 委譲 す る こ と が検討 さ れ て い る ．

と し ヽ う こ と で， こ こ で， 設iimi,1-1立諭 ＝ 適正規校論 と し ヽ う 場合 ， そ れ は ， 下 限 の 間 俎 で あ
り ， そ 札 に 限定 さ れ て い る ．

4 )  ii 」i / 1 1 1 1(1年 「 分杭改．，＇化 と 教行委 員会制度 」 ， 特 に 3 「IiiIIll刊教行委 員 会 の ·-i1-f務処且l1•イ本制 の
充 実 」 参照 （ 内 尾 勝 ・ 小） I I -1-1：人 編 ［分杵 改,'j',: と 教育fi政l ぎ ょ う せ し· l (2 ()()()) ， 所収） ： 
加治化折也 「地）j教育行政の地域設正 と 教育委 此 会 の 設ii'

1

1りi叶り 」 ， 牛か に 3 i'ii'j 「 ih 11)」村教
育委 員 会 の 設齢叩．．i.立規校 と 職務遂訂体制 ・ fiピ カ 」 参附 （堀 内 政刷集代表 l地）j分枠 と 教
育委 員会制）斐I ぎ ょ う せ い (2000) ， 所収） ．

5) 合成変数の｛翡成 に ー) し ) て は ， 3 が を 参照 の こ と ．

6) 得、1ば 化 の 仕方 に つ い て も 3 fり を 参照 の こ と ． ま た ， 変数 ご と に ， 合 成 変 数 の 作成 に 使
川 し た 質間項 11 数 が 具 な る の で， 各項 日 の 最大仙 と 最小仙 は 異 な る ． し た が っ て ， 平
均値 を 川 し. ) て 刊辿吸 囚 間 の比較 を 1」 う こ と は で き な し ヽ こ と に 注愁 し て お き た し ‘ •

7 ) な お ， 改り＇；進展 炭 に 関 し て は ， 3 11;iで＋怜成 し た 改吊辿）j砂炭 を 表 す 合成変数 に つ し l て ， そ
0) 得 ，I！.［ O) 叩叫ii'！ を 求 め ， そ れ を 駈準 と し て 改吊進展度がi『り し ) 教育委 只 会 と 低 い 教酋委
貝 会 と に 分 け て い る ．

8) 人 口 規模 を 説明変数， 改/j'［巡展疫 を 従｝属 変 数 と し て ， 4il1見1 分析 を 行 っ た と こ ろ ， fII I凡1
係 数 は 0 . 34 5 (p < 0 .  00(）） で あ り ， 両者 の 間 に 相 関 即 係 が 詔 め ら れ， ク ロ ス 比 計 が 示 す
も の と 詞 ー の 結 果 が 得 ら れ た ．

9) 人 I. I 規校 の 彩鰐 の 大 き さ と い う こ と に つ し 汽: し ) え ば， 行政 1ス
．

．分 を コ ン ト ロ ー ル す る こ
と で， よ り (i'（：明 に な る ．

表 4 け に 見 ら れ る よ う に ， [1ij ー の行政Ix． 分 に 分類 さ れ る 日 治 体 で あ っ て も ， 異 な る

表 4-8 人 1 1 1メ＿ 分 と 行 政 区 分 の ク ロ ス 比叶

人 I I Iヌ 分 l l l I l l] i、:l ノに1 苔11． 1 

（） 326 1 97 523 
l 万 人 末 •ii岡

0 0 %  6 2  :3 % J 'J ,i ,（ O ん J OO 0% 

] 4 2 4 08 2 1  57 1  
l .）j)＼じ人」：～5 ]］）＼ぅK祉翡

24 9 %  7 1  S% •J ) '7（ 0 る JOO 0% 

] 58 6 l ］� 応
5 )j人以上～ l (） 万人末r i:1:J 95 8% 3 6% ( )  6% 1 00 0% 

] 32  （ ）  （） 1 32 
l (） 万人以上

1 ()() 0% 0 0% 0 0% l(）0 0% 

4 32  7 4 (） 2 1 9  1 ] 39 1 
合 計

3 ]  1 %  53 2 %  1 5  7% 」 l (）（］ 0% 

p < O . 000  

| 

1 9 9 
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人 ll 規松 に 属 し て し, ) る 自 治体 が存介 し て し' \ る ．

そ こ で， 比較11J椛 で あ る と 息わ 礼 る ［I 柏体， ［［イ本 ！'1り に は ， 巾 に お け る ］ ）］人以 I ..～5
)j)＼ 4く祉財 ( 1 4 2 ) , 5 /j)＼」以 I -＂ ~ l (） ）j)＼オゞ汀翡 ( l ．58) , ] () Ji)＼じ人 /·. ( 1 32 ) ， そ し て ， III J に お け
る 人 I I l 万人木 叫翡 ( 326) と l )j人 以I-． ～ 5 )j 人 木 禍 ( 4 (）8 ) 0) 白 治 体 サ ン プル に つ し ) て ，
行政 に分 を コ ン ト ロ ー ル し た iー で， 人 口 規模別 に 各 咬 囚 に 恨l わ る 質 間 珀 II へ の Ihl 答 を
得兄（ 化 し ， 人 II 規松刈 に 合，］I□＼圧 を 求 め ， そ の 平均介i] を 比 較 す る ． 衣 49 が そ の 糸青 呆 で
あ る ． 各 翌l |入|0) ｛ ，側 の 数字 は 1i·均伯 の 順位． を 1［ し て し9 ) る ．

巾 に お し ） て は ， 1）、j i' 』j|i 役割l と 外部役乳I」 を 0) ぞ し ） た す べ て の 改吊 柑 進 使 囚 が， 人 11 規位
の 大 小 に よ っ て ， そ の価わ り ）j ( 多 蒻） が影号附 を 受 け て お り ， 人 [― l 規模 が 大 き く な る ほ
ど， 改，］『追展 牧 囚 を 仙 え た 教fi委 員 会 が 多 く な る こ と が見 て 取 れ る ． ま た [IIl お し ＼ て も ，
機村り特1牛 を 0) ぞ ＼, l て ， 人 [l 規模が大 き し ） 力 が改革推迎＇貶[J、1 を 仙 え た 教育委 員 会 が 多 数
と な る 和翡 果 と な っ た ． こ れ ら の こ と は ， 1lil- 0) 釘政 区 分 に 分類 さ れ る 『1 治1本 で あ っ て

表 4-9 行政 悩分 を コ ン ト ロ ー ル し た 1 :〖 で の 各牛． 『月 の 多 真
1 1-J 

人 ll 規模
教育艮 の

交流度

l )」）＼じ人 l...~5 )j)＼牙：：：·i晶 (） 562 ③ 

5 カ人 以j:~ 1 0 万人 未 満 9 8 1 8 ② 

1 () 刀人以l_“̂ l (J (）65 ： ①  

全国平均 9 288 

人 1□I 規模 酋長の教
育I斐l心度

l )i人以上～5 万人未満 ］ 7 196  ： ③ 

5 )j人以上..~ 1 0 万人未悩 1 7  876 � ②  

l (） 万人以上 18 270
， 

：
， 

① 

全国平均 1 7  3 1 5  

人 口 規模
教育長 の

交流度

] ）i人未満 9 066 : ②  

l )j人以上～5 )j人未満 9 203  � ①  

全['[{I平均 I 9 288 

人 l」 )乱校 | t‘1-長の教
百1見l心度

I 万 人未満 ]6 75(） ； ②  

1 万人以上～5 ）j人未満 I 1 7  279 : ①  

全国平均 1 7  3 1 5  

機構体制 の ’li務局の I)、J 部 了li務局 の 外部
賂備疫 役割遂行炭 役割遂行度

6 9(:j8 : ③  l 2  (）8(） ： ② ] 2  ] 37 ： ② 

7 23 1 立 ② l 2  376 ： ① 1 2  1 4 8 
’

:

’ 

① 

8 333 : ①  1 2  023 � ③  1 1  923 ③ 

6 62 1 1 1  409 11 393 

ti:．民 の 教 住氏 リ ー ダ ー

育閃心度 の政策恨l与笈

、1 3 . 6 1 8 : ③  l 6  39 ]  ： ②  

1 :3 .  850 � ② ] 6  072 : ③ 

1 4 . 274 � ① 1 6  777 ① 

1 :3 . 280 l 5 775 

III J. 

機構体制 の 事務局 の 内部 lli務局 の 外部
幣備度 役柑lj遂行度 役割遂行度

6 07(） ： ②  10 8 1 2  : ②  l l (） ] 3  ② 

6 273 : ①  11 297 � ① 1 1  267 ① 

6 62 l J l  409  1 1  393 

住民 の 教 住民 リ ー ダ ー

育閃心度 の政策 閲与疫

12 683 � ② 1 5  270 : ②  

13 267 � ① ] 5  650 直 ①

1 3  280 15 775 

| 
| 

I 
I 

I. 



4 分析結l！ の 考察 )r
)

 

ヽ

，`

 も ， 人 口 規松が改り噌i進 要 因 の 備 わ り 力 の 方 に 影聾 を り え て し ） る こ と を ？iミ し て い る ．

市 ， IIIJ と い っ た 行政 区 分 の ち が い を 芳！俎 し た 上 で も ， 改革 の 進展 に は 人 ll 規 模 の 人小
が 彩号限 を 与・ え て い る こ と が明 ら か に な っ た と い え よ う ．

巾 に お け る 内部役割 と 外部役卯l に つ い て は ， つ ぎ 0) よ う な こ と が仮 説1吊） に 捉 示 で き
る の で は な い か と 芳 え て し. l る ． 内部役割 に つ い て は ， 人 1] 規模別 の 平均fitli の 差 が 小 さ
く （ す な わ ち ， 人 「］ 規模 が 異 な っ て も ， 内部役割 の遂行疫 の 多 直 に 大 き な ］ 化が牛 じ て い
る わ け で は な し ) ) ， か つ ， こ こ で分 析 に 用 し ) た す べ て の 人 Il 規 模 の 平 均 が 全 1且 平 均
( J  1 . 4 09) よ り も 大 き い ． こ の こ と は ， こ こ で示 し た ， ど の 人 1_l 規模 の 自 治 体 で あ っ て
も 内 部 役 間 の 遂 行度 の 高 い Lli務 屈 が 行 在 し て い る こ と を 示 し て い る ． そ の 糾 果 と し
て ， 人 「l 規模の大小 と ， 平均伯 の 順位 が比例 し な い の で は な い か と し ) う こ と で あ る ．

外部役訂ll に 関 し て は ， 10 万人以上 の 大規松 1’-I 治体 と ］ 万人未満 の 小規模 日 治体の 1I·均
仙 が11hi者 と も 低 い の は ， 大規松 白 治体 て は 教育 に 閃係 す る 諮 ア ク タ ー と の ネ ッ ト ワ ー

ク のh屑築 が進ん で お り ， 事務局 の 活動 と し て ， 外部 と の 関係 h屑築 の プ ラ イ オ リ テ ィ が
朴I対的 に 低 く な っ て し ) る の に 対 し ， 小規校 白 泊1本 で は ， ’li務｝， l） 0) 陣容 が叶登 っ て し ） な し )
が ゆ え に ， 外部役判」 の 遂行 に ま で手 が 同 ら な し 汁頃 I（り が あ る ， と 仝 く 別 の 間 由 に よ る の
で は な し 1 か と 考 え ら れ る ．

教育円生会議第 一 次報告古 『社会紹が か り で教育Il［ 生 を 』 (2007 ) で は ， 人 11 規模 ，5
)j 人 を メ ル ク マ ー ）レ と し て ， 共 同 設 附 な ど の ）j 第 を ）廿 い て ， 教育委 員 会 の 統廃 合 を 行

う べ き と の 捉楽 を 行 っ て い る ． た だ し ， そ の 根拠 は 示 さ れ て は い な い ．

］ （） ） 表 4 -7 は ， 「平成 ］ 2 年国勢調査市町村別主要指椋」 (http://www .stat .go.jp/clata/k(） ・

k usei /2000/k ihon 1 /shih yo.htm, 2006 年 ］ （） 月 1憎認） お よ び平成 1 8 年 の 「{t.L心J山本台
帳 に 晶 づ く 人 l::::l ・ 人 口 動態及 び1吐札｝数」 (h ttp://www .soumu.go.jp/ c -gyouse i/0209 1 8. 
ht m l ,  2006 介 ］ （） 月 確認） を 晶 に し て い る （ 両 デ ー タ と も ， 東 玖 特 別 1メ． を 一 つ と し て
扱 っ た ） ． rlil町村合併 の促巡 の 結 果， 人 1」 5 万人未欄の 自 治体が大輻 に 減少 し て い る こ
と が見 て 取 れ る ．

ま た ， 表 4 -7 の 2(）（）（） 年 の 数値 に 1貨l し て は ， 本来 で あ れ ば教育委員 会 の 仙 出 に ）1J い た
資 料 と 詞 じ 平成 1 5 年 の 人 「l 規模別 自 始1本 数 を ）——.l} し l る べ き で あ っ た が， iTilll［村 ご と の

人 「l を 調 べ る こ と が で き る 国 勢調査 は 5 年 に 一殷 で あ り ， つ ぎ の 統叶 資 料 は 平 成 1 7
年 ( 2005 年） 版 に な っ て し ま う こ と か ら ， 調査年 に も っ と も 近 い 2000 年 （平成 1 2 年 ） の
も の を ）甘 い て い る ． た だ し ， 2003 ．年 （ 平成 1 5 年） の 市 町村 の 全体数 は ， 2 月 3 日 に お い
て :321 5, 7 月 3 |] で 3 1 9 ] （総務省 H P, http:/ /www.soumu.go.j p/gc1 pe i/, 2007 年 9 月
確認） で あ り ， 2000 年 (i..|i 町村数 3230) と 2003 年·で， ・市 町村 の 全1本 数 の 変化 は ほ と ん ど
な い ． 2006 年 の そ れ に 関 し て は ， も っ と も 近年· の 資料 を 韮 に す る た め に ， 国勢調査で
は な く 「住民晶本台帳 に 晶 づ く 人 ロ ・ 人 口 動態及 び世帯数」 を 用 い て い る （ 「住民韮本台
帳 に 1告 づ く 人 ロ ・ 人 ［．ごl 動態及 び皿帯数」 は ， 平成 1 8 年 (2006 年） 版 で は 個 々 の 市町村こ

さ

と の 人 l::::] を 調 べ る こ と が で き る が， そ れ以 前 の も の， 例 え ば平成 1 5 ：年 （2003 年） 版 は
概要の み が記載 さ れた も の で あ っ た た め に ， 本調査 で設定 し た 人 口 区 分 ご と の 市 ll[［村
数 の 品 と な る デ ー タ と し て 使）l］ す る こ と が で き な か っ た ） ．
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